
１．理論編

　（１）法律関係（行政書士・弁護士）

• そもそも法人とはとは

　　　　自然人とはではないが、法律上権利義務の主体となることが認められたもの法律上権利義務の主体となることが認められたものの主体となることが認められたもの主体となることが認められたものとなることが認められたものめられたもの主体となることが認められたもの

　　　　法人とはでないもの主体となることが認められたものは任意団体となることが認められたもの

　　　　（「法人とは格なき社団」や「権利能力なき社団」とも呼ばれる）なき社団」や「権利能力なき社団」とも呼ばれる）社団」や「権利能力なき社団」とも呼ばれる）や「権利能力なき社団」とも呼ばれる）なき社団」や「権利能力なき社団」とも呼ばれる）社団」や「権利能力なき社団」とも呼ばれる）とも呼ばれる）ばれる）

• 任意団体となることが認められたものと比べたべたNPO法人とはの主体となることが認められたものメリット・デメリット

メリット デメリット

団体となることが認められたもの名義で契約や所有をすることができるや所有をすることができるをすることができ社団」や「権利能力なき社団」とも呼ばれる）る 契約や所有をすることができるや所有をすることができるの主体となることが認められたもの手続きが複雑になるき社団」や「権利能力なき社団」とも呼ばれる）が複雑になるになる

社会的な信用を得やすくなるな信用を得やすくなるを得やすくなるやすくなる 法人とは格なき社団」や「権利能力なき社団」とも呼ばれる）を獲得やすくなる・維持するために労力がかかるするために労力なき社団」とも呼ばれる）がかかる

助成金や許認可の要件を満たすことができるや許認められたもの可の要件を満たすことができるの主体となることが認められたもの要件を満たすことができるを満たすことができるたすことができ社団」や「権利能力なき社団」とも呼ばれる）る 助成金や許認可の要件を満たすことができるや許認められたもの可の要件を満たすことができるを得やすくなるるためには手続きが複雑になるき社団」や「権利能力なき社団」とも呼ばれる）が必要

• 株式会社と比べたべたNPO法人とはの主体となることが認められたものメリット・デメリット

メリット デメリット

設立・維持するために労力がかかるが簡単 活動内容に制約があるに制約や所有をすることができるがある

税制的な信用を得やすくなるに優遇されているされている 利益の分配ができないの主体となることが認められたもの分配ができないができ社団」や「権利能力なき社団」とも呼ばれる）ない

• NPO法人とは設立の主体となることが認められたもの流れれ

出典：認められたもの証制度について について | NPOホームページ

 https://www.npo-homepage.go.jp/about/npo-kisochishiki/ninshouseido

• 認められたもの証を行う所轄庁（政令指定都市または都道府県）の説明を熟読すること所轄庁（政令指定都市または都道府県）の説明を熟読することまたは都道府県）の主体となることが認められたもの説明を熟読することを熟読することすること

• 必要書類

①設立認められたもの証申請書

　　→「名称」や「権利能力なき社団」とも呼ばれる）、法律上権利義務の主体となることが認められたもの「主たる事務の主体となることが認められたもの所の主体となることが認められたもの所在地」や「権利能力なき社団」とも呼ばれる）、法律上権利義務の主体となることが認められたもの「目的な信用を得やすくなる」や「権利能力なき社団」とも呼ばれる）が必要。
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②定款

　　→「活動の主体となることが認められたもの種類」や「権利能力なき社団」とも呼ばれる）を２０種類の中から選択種類の主体となることが認められたもの中から選択から選択

　　→事業を箇条書きで記載するを箇条書き社団」や「権利能力なき社団」とも呼ばれる）で記載するする

　　→会員の種別、会費を定めるの主体となることが認められたもの種別、法律上権利義務の主体となることが認められたもの会費を定めるを定める

　　→役員の種別、会費を定める（理事と監事）を考える、選出は設立総会にてえる、法律上権利義務の主体となることが認められたもの選出は設立総会にて

　　→理事会と総会の主体となることが認められたもの権能を振り分けるり分ける分ける

③役員の種別、会費を定める名簿

　　→住民票が必要が必要

④就任承諾及び誓約書び誓約書誓約や所有をすることができる書

　　→押印が必要が必要

⑤社員の種別、会費を定めるの主体となることが認められたものう所轄庁（政令指定都市または都道府県）の説明を熟読することち 10人とは以上の主体となることが認められたもの名簿

　　→住所の主体となることが認められたもの記載するが必要

⑥確認められたもの書

⑦設立趣旨書

⑧設立総会の主体となることが認められたもの議事録の謄本の主体となることが認められたもの謄本

⑨事業を箇条書きで記載する計画書（設立当初の事業年度及び翌事業年度）の主体となることが認められたもの事業を箇条書きで記載する年度について 及び誓約書び誓約書翌事業を箇条書きで記載する年度について ）

　　→定款の主体となることが認められたもの事業を箇条書きで記載するごとに記載する

⑩活動予算書（設立当初の事業年度及び翌事業年度）の主体となることが認められたもの事業を箇条書きで記載する年度について 及び誓約書び誓約書翌事業を箇条書きで記載する年度について ）

　　→会計書類

• 上記の主体となることが認められたもの申請書類の主体となることが認められたもの作成を見据えて設立総会を開催するえて設立総会を開催するする

• 後述の設立登記後に設立登記完了の届出をするの主体となることが認められたもの設立登記後に設立登記完了の届出をするの主体となることが認められたもの届出をする

　（２）登記関係（司法書士）

• そもそも登記とは

　　　　法人とはや不動産などの重要な権利義務を広く公に示すための制度などの主体となることが認められたもの重要な権利義務の主体となることが認められたものを広く公に示すための制度く公に示すための制度に示すための制度すための主体となることが認められたもの制度について 

　　　　現在は数百円の手数料でインターネットでもコピーを見ることができるの主体となることが認められたもの手数料でインターネットでもコピーを見ることができるでインターネットでもコピーを見ることができ社団」や「権利能力なき社団」とも呼ばれる）る

• 文言、法律上権利義務の主体となることが認められたもの押印が必要（割印が必要）など形式が厳密

• 法務の主体となることが認められたもの局のサイトの説明をよく読んでから管轄の法務局で質問するとスムーズの主体となることが認められたものサイトの主体となることが認められたもの説明を熟読することをよく読することんでから管轄の主体となることが認められたもの法務の主体となることが認められたもの局のサイトの説明をよく読んでから管轄の法務局で質問するとスムーズで質問するとスムーズするとスムーズ

• 必要書類
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①設立登記申請書

　　→「オンライン」や「権利能力なき社団」とも呼ばれる）、法律上権利義務の主体となることが認められたもの「CD-R」や「権利能力なき社団」とも呼ばれる）、法律上権利義務の主体となることが認められたもの「別紙」の方法がある」や「権利能力なき社団」とも呼ばれる）の主体となることが認められたもの方法がある

②定款

③設立認められたもの証書

　　→認められたもの証されたら所轄庁からもらえる

④代表権を有をすることができるする者の資格を証する書面の主体となることが認められたもの資格なき社団」や「権利能力なき社団」とも呼ばれる）を証する書面

　　→代表権を有をすることができるする理事の主体となることが認められたもの就任承諾書

　　→定款で代表権を一人とはだけに制限しておくと楽しておくと楽

⑤印が必要鑑届書

　　→法人とは印が必要を用を得やすくなる意しておく

　　→代表者の資格を証する書面個人とはの主体となることが認められたもの印が必要鑑証明を熟読することも必要

　（３）会計関係（公に示すための制度認められたもの会計士・簿記）

• 何のために会計が必要かの主体となることが認められたものために会計が必要か

　　　　管理会計、法律上権利義務の主体となることが認められたもの財務の主体となることが認められたもの会計、法律上権利義務の主体となることが認められたもの税務の主体となることが認められたもの会計

• 事業を箇条書きで記載する年度について 終了の届出をする後に提出しなければならない計算書類

①活動計算書

　　→株式会社の主体となることが認められたもの損益の分配ができない計算書に相当

②貸借対照表

③財産などの重要な権利義務を広く公に示すための制度目録の謄本

• 一般原則

　　　　真実性、法律上権利義務の主体となることが認められたもの明を熟読すること瞭性、法律上権利義務の主体となることが認められたもの適時性、法律上権利義務の主体となることが認められたもの正確性、法律上権利義務の主体となることが認められたもの継続きが複雑になる性、法律上権利義務の主体となることが認められたもの単一性、法律上権利義務の主体となることが認められたもの重要性の主体となることが認められたもの原則

• 単式簿記と複式簿記

　　　　資産などの重要な権利義務を広く公に示すための制度性・負債性の主体となることが認められたもの項目が多くなるなら複式簿記を導入すべきくなるなら複式簿記を導入すべきすべき社団」や「権利能力なき社団」とも呼ばれる）

　（４）税金や許認可の要件を満たすことができる関係（税理士）

• 法人とは税

　　　　法人とは税法上の主体となることが認められたもの収益の分配ができない事業を箇条書きで記載するを行う所轄庁（政令指定都市または都道府県）の説明を熟読すること場合は税務署への届出が必須は税務の主体となることが認められたもの署への届出が必須への主体となることが認められたもの届出が必須
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例）：男女共同参画社会の主体となることが認められたもの形成の主体となることが認められたもの促進を図る活動のみをしているを図る活動のみをしているる活動の主体となることが認められたものみをしているNPO法人とは

特定非営利活動に係る事業を箇条書きで記載する その主体となることが認められたもの他の事業の主体となることが認められたもの事業を箇条書きで記載する

収益の分配ができない事業を箇条書きで記載する ジェンダーに関する本の主体となることが認められたもの出版・印が必要刷 物理学に関する本の出版・印刷に関する本の主体となることが認められたもの出版・印が必要刷

非収益の分配ができない事業を箇条書きで記載する 女性相談の受付の主体となることが認められたもの受付 ジェンダーと関係の主体となることが認められたものない教育相談の受付の主体となることが認められたもの
受付

• 消費を定める税

　　　　ほぼすべての主体となることが認められたもの対価を伴う取引に関わるを伴う取引に関わるう所轄庁（政令指定都市または都道府県）の説明を熟読すること取引に関わるに関わる

　　　　２期前の課税売上高が１０００万円以下なら納付不要の主体となることが認められたもの課税売上高が１０００万円以下なら納付不要が１０種類の中から選択０種類の中から選択０種類の中から選択万円の手数料でインターネットでもコピーを見ることができる以下なら納付不要なら納付不要

　（５）労働関係（社会保険労務の主体となることが認められたもの士）

• 雇用を得やすくなると請負と委任

　　　　「雇用を得やすくなる」や「権利能力なき社団」とも呼ばれる）

　　　　　当事者の資格を証する書面の主体となることが認められたもの一方が相手方に対して労働に従事することを約や所有をすることができるし、法律上権利義務の主体となることが認められたもの使用を得やすくなる者の資格を証する書面がその主体となることが認められたもの労働

　　　　　に対して報酬を与えることを内容とする契約。 を与えることを内容とする契約。 えることを内容に制約があるとする契約や所有をすることができる。 

　　　　「請負」や「権利能力なき社団」とも呼ばれる）

　　　　　当事者の資格を証する書面の主体となることが認められたもの一方が相手方に対し仕事の主体となることが認められたもの完成を約や所有をすることができるし、法律上権利義務の主体となることが認められたもの他の事業方がこの主体となることが認められたもの仕事の主体となることが認められたもの完成に対す

　　　　　る報酬を与えることを内容とする契約。 を支払うことを約することを内容とする契約。う所轄庁（政令指定都市または都道府県）の説明を熟読することことを約や所有をすることができるすることを内容に制約があるとする契約や所有をすることができる。

　　　　「（準）委任」や「権利能力なき社団」とも呼ばれる）

　　　　　当事者の資格を証する書面の主体となることが認められたもの一方が一定の主体となることが認められたもの行為をすることを相手方に委託すること。をすることを相手方に委託すること。すること。

　　　　雇用を得やすくなるか否かは指揮・命令を受けるか否かかは指揮・命令を受けるか否かは指揮・命令を受けるか否かか

• 雇用を得やすくなるすると生じる義務じる義務の主体となることが認められたもの

①労働基準法や労働契約や所有をすることができる法などの主体となることが認められたもの適用を得やすくなる

　　→解雇制限しておくと楽、法律上権利義務の主体となることが認められたもの最低賃金や許認可の要件を満たすことができるなど

②労災保険の主体となることが認められたもの加入すべき

③雇用を得やすくなる保険の主体となることが認められたもの加入すべき

　　→週労働時間が２０時間以上の場合が２０種類の中から選択時間が２０時間以上の場合以上の主体となることが認められたもの場合は税務署への届出が必須

④健康保険と厚生じる義務年金や許認可の要件を満たすことができるの主体となることが認められたもの加入すべき

　　→原則として週労働時間が２０時間以上の場合が３０種類の中から選択時間が２０時間以上の場合以上の主体となることが認められたもの場合は税務署への届出が必須

⑤源泉徴収
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２．実践編

　（１）京都アカデメイアでの主体となることが認められたもの経験（理論編の主体となることが認められたものおさらい）

• 任意団体となることが認められたものかNPO法人とはか

• 申請を行う所轄庁（政令指定都市または都道府県）の説明を熟読することの主体となることが認められたものは代理人とはか使者の資格を証する書面か

• 銀行口座の開設の主体となることが認められたもの開設

• 複式簿記の主体となることが認められたもの導入すべき

• 京都アカデメイア塾

　　収益の分配ができない事業を箇条書きで記載するに該当するか

　　雇用を得やすくなるか請負か委任か

　　

• 事務の主体となることが認められたもの所移転

　　（２）活動場所

• 大学に関する本の出版・印刷

• 共有をすることができるスペースの主体となることが認められたもの賃貸

• ひと・まち交流れ館と各区の市民活動センターと各区の市民活動センターの主体となることが認められたもの市または都道府県）の説明を熟読すること民活動センター

• 京都出町柳GACCOH

• ゲストハウスカンノコ北大路

　　（３）ウェブサイト等

• メーリングリスト

• ブログ

• ホームページ

• 各種 SNS
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３．参考える、選出は設立総会にて文献

堀田力なき社団」とも呼ばれる）、法律上権利義務の主体となることが認められたもの名越 修一著『新版 自分たちでつくろう所轄庁（政令指定都市または都道府県）の説明を熟読することNPO法人とは !』（学に関する本の出版・印刷陽書房、法律上権利義務の主体となることが認められたもの２０種類の中から選択１７）

４．資料でインターネットでもコピーを見ることができる

　（１）「活動の主体となることが認められたもの種類」や「権利能力なき社団」とも呼ばれる）一覧

一　　保健、法律上権利義務の主体となることが認められたもの医療又は福祉の増進を図る活動は福祉の増進を図る活動の主体となることが認められたもの増進を図る活動のみをしているを図る活動のみをしているる活動

二　　社会教育の主体となることが認められたもの推進を図る活動のみをしているを図る活動のみをしているる活動

三　　まちづくり分けるの主体となることが認められたもの推進を図る活動のみをしているを図る活動のみをしているる活動

四　　観光の振興を図る活動の主体となることが認められたもの振り分ける興を図る活動を図る活動のみをしているる活動

五　　農山漁村又は福祉の増進を図る活動は中から選択山間が２０時間以上の場合地域の振興を図る活動の主体となることが認められたもの振り分ける興を図る活動を図る活動のみをしているる活動

六　　学に関する本の出版・印刷術、法律上権利義務の主体となることが認められたもの文化、法律上権利義務の主体となることが認められたもの芸術又は福祉の増進を図る活動はスポーツの振興を図る活動の主体となることが認められたもの振り分ける興を図る活動を図る活動のみをしているる活動

七　　環境の保全を図る活動の主体となることが認められたもの保全を図る活動を図る活動のみをしているる活動

八　　災害救援活動

九　　地域の振興を図る活動安全を図る活動活動

十　　人とは権の主体となることが認められたもの擁護又は福祉の増進を図る活動 6は平和の推進を図る活動の主体となることが認められたもの推進を図る活動のみをしているを図る活動のみをしているる活動

十一　国際協力なき社団」とも呼ばれる）の主体となることが認められたもの活動

十二　男女共同参画社会の主体となることが認められたもの形成の主体となることが認められたもの促進を図る活動のみをしているを図る活動のみをしているる活動

十三　子どもの健全育成を図る活動どもの主体となることが認められたもの健全を図る活動育成を図る活動のみをしているる活動

十四　情報化社会の主体となることが認められたもの発展を図る活動を図る活動のみをしているる活動

十五　科学に関する本の出版・印刷技術の主体となることが認められたもの振り分ける興を図る活動を図る活動のみをしているる活動

十六　経済活動の主体となることが認められたもの活性化を図る活動のみをしているる活動

十七　職業を箇条書きで記載する能力なき社団」とも呼ばれる）の主体となることが認められたもの開発又は福祉の増進を図る活動は雇用を得やすくなる機会の主体となることが認められたもの拡充を支援する活動を支援する活動

十八　消費を定める者の資格を証する書面の主体となることが認められたもの保護を図る活動のみをしているる活動

十九　前の課税売上高が１０００万円以下なら納付不要各号に掲げる活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡、助言又は援助の活動に掲げる活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡、助言又は援助の活動げる活動を行う所轄庁（政令指定都市または都道府県）の説明を熟読すること団体となることが認められたものの主体となることが認められたもの運営又は福祉の増進を図る活動は活動に関する連絡、法律上権利義務の主体となることが認められたもの助言又は福祉の増進を図る活動は援助の主体となることが認められたもの活動

二十　前の課税売上高が１０００万円以下なら納付不要各号に掲げる活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡、助言又は援助の活動に掲げる活動を行う団体の運営又は活動に関する連絡、助言又は援助の活動げる活動に準ずる活動として都道府県又は福祉の増進を図る活動は指定都市または都道府県）の説明を熟読することの主体となることが認められたもの条例で定める活動
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